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１月の新聞記事から／19
表紙／台湾職業安全健康連線の労災学習会で

（中央が鄭雅文教授　本文Ｐ２）
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過重労働問題に関心が高まる台湾
　アジア労働安全衛生フォーラムに参加

多発している農作業の死亡事故
　建設業を上回る死亡者数!! 

連続講座「そんなん無理」って誰が決めた？
　見逃される通勤災害　第14回

安全のきいわあど　その19　労働者死傷病報告②

連載　それぞれのアスベスト禍　その76　古川和子

アスベストのリスクコミュニケーション
　シンポジウムとワークショップのお知らせ

韓国からのニュース

前線から
　　高齢者マンションの介護で労災　おざなりな事業者の対応／大阪
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昨年 10 月 25 － 26 日、台北市労働局

と台北市労働検査処は「2017 亞州職安衛

新趨勢論壇」というフォーラムを開催し、

日本、韓国からも専門家を招いた。日本の

労災保険制度などの研究を行っている台湾

大学の鄭雅文教授が、全国労働安全衛生セ

ンター連絡会議の古谷杉郎事務局長に招へ

いする専門家について問い合わせたことか

ら、わたしに上記フォーラムでの発表の機

会が回ってきた。今回のフォーラムの議題

は「１．職場における健康管理－職場にお

ける心の健康作り」、「２．台湾、日本、韓

国におけるメディア産業の労働環境の変化

と推移」、「３．土木・建設業界の作業安全

性について－リスクアセスメント・マネジ

メント」で、私は、議題１で話すことになっ

た。

鄭教授は昨年夏にも調査のために、大阪

を訪問し当センターにも来所していた。過

労死防止対策推進法や過労死の労災補償状

況に興味を示していた。そこで私の発表は、

「日本の職場の心の健康対策－被災者・遺

族の思いから始まった防止対策」と題して、

「過労死」問題から過労死等防止対策推進

法の成立に至った当事者運動の歴史とハラ

スメント防止対策、ストレスチェック制

度義務化について NGOの視点から解説と

問題点の指摘などを行った。同じセクショ

ンでは、産業医科大学の宮崎洋介特任助教

授が「日本の政策を踏まえた職場における

心の健康づくり」と題して心の健康指針や

ストレスチェック制度などを詳しく解説し

た。台湾からは鄭雅文教授が「職場の社会

心理危害と仕事のストレス疾患」と題して

台湾の現状を報告した。台湾の過重労働に

よる労災補償は最近やっと認められるよう

過重労働問題に関心が高まる台湾
アジア労働安全衛生フォーラムに参加

左から江明志氏、３人目宮崎洋介氏、崔貞植氏、陳秋蓉氏、７人目賴香伶氏、伊川廣司氏、著者、
榎園康一郎氏、星国人氏
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になったもので、2016 年の認定件数は脳・

心臓疾患が 83件、精神疾患はわずか６件

ということだった。

同セッションのモデレーターを労働部職

業安全衛生署副署長の陳秋蓉氏がおこなっ

た。台湾の労働部ということで、日本で言

うと労働省にあたる。彼女は昔、京都大学

に留学したことがあり、流ちょうな日本語

を話した。おかげで食事会の時などに、通

訳無しで、彼女からいろんな話を聞かせて

いただいた。

議題２では、日本からは日本放送労働組

合副中央執行委員長の榎園康一郎氏が、記

者の働き方の現状や過重労働の改善等、メ

ンタルヘルスへの取組について話し、韓国

からは UNI- 国際金融サービス労働組合連

合会事務総長の崔貞植氏が韓国メディア産

業の現状と課題について報告、台湾からは

台北市産業労総総幹事の陳淑綸氏が現状と

組合の取組を報告した。どの国もメディア

産業では長時間労働が問題となっており、

とりわけインターネットメディアとの競争

で労働条件が悪化している。また台北市で

は労働条件共同鑑定検察制度が創設され、

鑑定者が検査に取組み、改善指導を行い効

果を上げているということだった。

議題３では元労働基準監督署長で建設業

労働災害防止協会の伊川廣司氏、熊谷組の

星国人氏から建設業でのリスクマネジメン

トについての報告があった。熊谷組は台湾

で台北 101 などいくつもの建物を手がけ

ている。最後に台湾の労働安全衛生署長鄒

子廉氏から建設業の改善対策の報告があっ

た。

フォーラムの登壇者は行政や研究者に限

らず、NGO や労働組合にも依頼されてお

り、台北市労働局の開けた態度にとても好

感が持てた。台北市労働局のトップである

労働局長の賴香伶氏は、労働 NGOの出身

で、「i-Voting」という投票制度による選挙

で当選して局長になったと聞いたが、台北

市政府は NGOや労働組合とも親しい印象

を受けた。参加者は、政府・行政の役人の

他、企業関係者、労働組合員も多く、セッ

ション毎に会場からの質問に答える時間が

取られ、活発な意見が交わされた。議題１

では、自宅で倒れた運送業の運転手が労災

認定されないという話や、自宅での業務を

どう確認するのか、生前に医師にかかって

いない場合の診断方法といった具体的な事

例を挙げての質問が相次ぎ、いじめ対策に

ついても関心が高かった。

台北市政府が主催ということで、台北

101 の展望レストランで会食があったり、

少し贅沢をさせてもらったが、台北 101

では建設中に地震で重機が転落する事故が

あり、犠牲者の名前を刻んだモニュメント

を見学した。実際に事故当時調査に入った

台北１０１

台湾労働安全衛生フォーラム
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台北市労働検査処長の江明志氏が解説をし

てくれた。

またフォーラム最終日は中華電信を見

学、同社の健康管理やスマートフォンのア

プリを使った下請けの労働安全衛生管理シ

ステムの説明を受けた。

ＲＣＡ訴訟高裁で勝訴

27 日は、鄭雅文教授に招かれて日本の

労災制度についての集会にゲスト参加し

た。台湾職業安全健康連線の主催で台湾大

学校友会館にて開催された。集会ではまず

日本の労災保険制度が詳しく紹介された。

次に台湾の労災補償制度と問題点の発表。

最後に私とフランス人研究者で今は台湾在

住のポール・ジョバン氏が日本の制度につ

いて補足、質疑に応じた。

前もって鄭教授からもらった質問は、労

災指定でない病院で治療を受けた場合の治

療費は補償されるのかなど詳細な質問が多

く、かなり詳しく日本の制度を調査してい

る損害賠償裁判の控訴審判決があるとい

うことで、ポール・ジョバン氏と共に高

裁に向かった。

RCA 台湾は 1970 年から 1992 年に

かけてアメリカ向けのテレビなどを生産

していた。工場で働いた労働者、ほとん

どが女性であるが、その多くが各種のが

んなどを発症した。被告は RCA 台湾の

ほか、親会社のゼネラルエレクトリック、

トムソンコンシューマーエレクトロニク

スと子会社のトムソンズバミューダの４

社。原告は元労働者 513 人だった。

た。

台湾の補償制度については労働基準法の

雇用主補償責任、労働者保険条例、労災労

働者保護法といろいろな制度が有り、対象

範囲も異なり、一般の労働者には自分がど

の制度の対象になるのか、どの手続きをす

ればいいのかが分からないこと、また制度

毎に補償内容が異なり、補償期間にも制限

があること、さらに労災認定率が低いこと

などを課題として上げていた。日本の補償

内容の方が充実しており、日本に学んで制

度を改善したいということだった。

集会後は台湾職業安全健康連線の方たち

とおいしい台湾料理を食べて事務所を案内

していただいた。事務所は他の運動団体や

労組との共同事務所で、当センター事務所

と似た雰囲気だった。台湾職業安全健康連

線は、石綿疾患問題を取り上げた「致命粉

塵」や過労死についての「過労之島」を出

版している。

その後、化学物質汚染によりがんなどの

被害者を多く出した企業 RCA 台湾に対す

左から台湾職業安全健康連線の鄭筑羚氏、黃怡翎氏、陳宗延氏、
通訳者の汪佳琳氏、著者、ポール・ジョバン氏

台湾労働安全衛生フォーラム
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台湾労働安全衛生フォーラム

判決は、元労働者はトリクロロエチレン、

ベンゼンなど様々な化学物質に曝され、乳

がんその他のがん、流産など生殖器障害、

その他の重篤な病気を発症したとして、４

高裁前集会で話す原告

社に原告 513 人のうち 486 人に対して

７億 1840 万台湾ドルの支払いを命じた。

2015 年４月 17 日一審判決の 445 人よ

り対象者が拡大され、補償額も 5億 6000

万元から増額された勝訴判決だった。

日本への帰国便の時間が迫っており、短

時間ではあったが判決後の裁判所前集会に

参加し、ポール・ジョバン氏と連帯アピー

ルを行うことができた。

今回、台湾の現状についても一端を知る

ことができ、またＮＧＯとの情報交流など

とても有意義だった。今後も機会を見つけ

て交流を続けたい。（事務局：田島陽子）

パワハラにあったとき
　どうすればいいかわかる本

いじめ・メンタルヘルス労働者支援センター (IMC)
+ 磯村 大 ( 精神科医 )　著

合同出版　http://www.godo-shuppan.co.jp/products/detail.php?product_id=455
サイズ :148mm × 210mm　発行日 :2014.11.10　ページ数 :144 ページ

今、職場のいじめ、パワハラが増えています。
2013 年度の労働局に寄せられた労働相談の内訳では、「いじめ・
いやがらせ」が 2 年連続トップでした。
本書は、職場のいじめ、パワハラを受けたとき、当事者や相談を
受けた職場仲間、経営者、家族たちが、どのように対応していけ
ばいいのかが、すぐに役立つように、マンガを使って、Q&A でわ
かりやすく書いた本。

安全
セン
ター
情報

全国労働安全衛生センター連絡会議（略称：全国安全センター）は、
働く者の安全と健康のための全国ネットワークとして、1990 年５月２日に設立されました。
①最新情報満載の月刊誌「安全センター情報」を発行しているほか、②労働災害・職業病等の
被災者やその家族からの相談に対応、③安全健康な職場づくりのための現場の取り組みの支援、
④学習会やトレーニングの開催や講師の派遣等、⑤働く者の立場に立った調査・研究・提言、
⑥関係諸分野の専門家等のネットワーキング、⑦草の根国際交流の促進、などさまざまな

取り組みを行っています。いつでもお気軽に度相談、お問い合わせください。
「労災職業病なんでも相談専用のフリーダイヤル：0120-631202」は、全国どこからでも

無料で、最寄りの地域センターにつながります。
「情報公開推進局ウェブサイト：http://www.joshrc.org/~open/」では、ここでしか見られない

情報を満載しているほか、情報公開の取り組みのサポートも行っています。

●購読会費（年間購読料）：10,000 円　●一部：800 円
●お申し込み：全国労働安全衛生センター連絡会議
　Tel:03-3636-3882 Fax:03-3636-3881  URL: http://joshrc.info/
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厚労省が毎年５月ごろに公表する前年の

労働災害発生状況は、日本の労働災害の現

状を明らかにしているだろうか？

法律にもとづいた届出を集計した客観的

な数字をもとにしているのだから、これほ

ど正確なものはないはずだと思う人は少な

くないだろう。しかし見方をちょっと変え

ると、肝心な数字が抜け落ちていることに

気付く。労災隠しや事業者のサボタージュ

による無届の災害が件数として落ちてい

る？もちろんそれもあるが、ここで取り上

げたいのは、厚労省の統計数字に現れない、

労働基準法上の労働者ではない人の労働災

害件数の問題だ。

農作業従事者のほとんどは
労働者ではない

手元に数字がそろっている 2015( 平成

27）年の死亡災害を取り上げてみる（次

ページグラフ参照）。2015 年というと初

めて死亡者数が千人を下回った年だ。リー

マンショックのあった 2009 年に 1075 人

にまで死亡災害が減少した後は横ばい状態

が続いていたが、ついにこの年に 972 人

にまで減少することとなる。

業種の内訳をみると、最も多いのは建設

業で 327 人、ついで製造業が 160 人、陸

上貨物運送業が 125 人となっている。他

は、第三次産業が全体で 248 人、第一次

産業は林業が 38人、「農業、畜産・水産業」

が 34人である。

一方、同じ 2015 年の死亡者数につい

て、農水省が公表している「農作業死亡事

故」はどうなっているかというと、なんと

338 人となっている。

農水省の数字は、農作業の死亡事故の実

態を把握することを目的に都道府県職員が

「人口動態調査」に係る死亡小票を閲覧す

る等の方法により実施したものという。つ

まり、死亡者が労働者であるかどうかに関

わりなく、死因が農作業中の災害によるも

のであったものということになる。ちなみ

に厚労省の公表している 2015 年の農業だ

けに限った数字をみるとわずか 15人の死

亡である。

単純に考えると、338 人のうち労働者

が 15人だから、323 人の労働者ではない

人が農作業中に事故で死亡したということ

になる。

多発している農作業の死亡事故
建設業を上回る死亡者数 !!
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農作業の死亡事故

珍しくない重大災害
オトガメもない自己責任

じつはこうした数字は農村地域で生まれ

育ち、いまも生活する筆者にとっては納得

できるところがある。日常的にお付き合い

をする近隣の農業従事者のうち、トラク

ターの横転で大けがをして入院したとか、

草刈機の刃の交換で手指に大けがなんて経

験をもつ人は何人もいるし、中学校の同級

生には、父親がトラクターの下敷きになっ

て死亡したという人もいた。

それでもみんな労働者ではないので、自

分も納得ずくの自己責任だ。工場での労災

事故のように労基署の災害調査もなけれ

ば、オトガメもない。かといってフルタイ

ムで日々農業のことだけを考えて過ごす専

門家というわけでもない。

労働者でない農作業従事者といっても、

農業で生計を立てる専業農家は少なく、勤

めに出ながら耕作をする兼業農家であった

り、定年退職後に所有する農地で熱心に農

作業に取り組むというような人たちのうち

からこの 323 件の災害が起きているとい

うのが筆者の印象だ。

建設業よりはるかに高い
農業の災害発生率

建設業に匹敵する死亡者数なのだが、そ

もそも業種ごとの就業者数はどうなってい

るかと大まかな数字を調べてみると、建設

業が約 500 万人なのに対し、農業は 210

万人だ。そこに一人一人の就業時間も考え

合わせると、農業での災害発生率がいかに

高いかがわかる。さらに農業での死亡災害

の分析をみると、死亡者の 84％が 65 歳

以上の高齢者がしめているという。こう

なってくると、農業労働災害への対策をど

う取っていくべきかというのは案外と対象

が鮮明になっているともいえるのだ。

ただ、労働安全衛生法は労働者だけを対

象とするものであって、現行の法令に頼る

立場からは根本的な対策にはつなげようが

なさそうだ。災害補償制度のほうは、労災

保険で「特定農作業従事者」として特別加

入する道が開かれているが、分析からわか

 

その他（農林漁

業等）112人12%

製造業

160人16%

建設業327人
34%

陸上貨物運送事

業125人
13%

第三次産業（小

売業等）248人
25%

2015（平成27）年の死亡災害 972人

農作業死亡者

（労働者以外）

323人

うち農作業死亡者

（労働者）15人

農作業死亡事故338人



関西労災職業病 2018.2 No.4858

る被災者のプロフィールは、加入につなが

りにくい層のようである。

勤労権を保障した憲法 27条
守るための対策が必須では

日本国憲法第 27 条は、国民すべてに勤

労の権利と義務があるといい、第２項でそ

の条件は法律で定めるといっている。たし

かに「労働者」については最低限の労働条

件としての安全衛生対策を講じているわけ

だが、そうでない人への手当はというと、

問題が出てくる。農水省は外郭団体に「農

農作業の死亡事故

作業安全情報センター」を設置して情報提

供には勤めているようだが、この 323 人

の死亡という重大事態に有効な対策を講じ

るところまではいけていないといえる。

憲法が守れていない現状に対する対策と

して、農業災害対策が必要になっているの

である。（事務局：西野方庸）

惨事ストレス　ー救援者の ” 心のケア ”

　阪神・淡路大震災で初めて問題になった「惨事ストレス」
は東日本大震災で深刻化しています。消防士・警察官、自
衛隊員、自治体職員、教職員、ボランティアなどの救援者が、
被災地の悲惨な現実を目の当たりにし、さらに先が見えな
い復興活動のなかで心身が疲弊し、体調を崩して心の病に
陥り、自殺者まで出ています。
　本書は、この救援者の「惨事ストレス」の現状を捉えな
おしながら、心のケアを考えます。
(2014.12)

『惨事ストレス』編集委員会［編著］　緑風出版
四六版並製／ 216 頁／ 2000 円
http://www.ryokufu.com/isbn978-4-8461-1421-3n.html

岩波新書

アスベスト 広がる被害
大島秀利（毎日新聞社編集委員）

－公害は続いている

2005 年６月の「アスベストショック」から６年、毎日新聞記者によるアスベ
スト問題のその後。

価格：820 円　岩波書店
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《連続講座》

「そんなん無理」って誰が決めた？
見逃される通勤災害

	 第 14 回　通勤途中の意識消失
	 	 	 満員電車が原因か、持病の発作か
	 	 	 （通勤に起因することの明らかな疾病）

閉所恐怖症のため、満員電車で発作が起

こる心配を抱えた人の話を聞いたことがあ

る。また、心臓にペースメーカーや細動除

去装置を導入している方をはじめ、基礎疾

患を抱えながら仕事に就かれる方は少なく

ない。このような方が、通勤途中に体調不

良に陥った場合、通勤災害として認められ

るだろうか。

通勤災害が認められる範囲は、労働者災

害補償保険法施行規則に「通勤による負傷

に起因する疾病その他通勤に起因すること

の明らかな疾病とする」（18 条の４）と定

められている。そのため、持病を持つ方が

通勤途中で体調不良に陥るような場合、既

存疾患が通勤途中で悪化した、というよう

なものであれば、「通勤に通常伴う危険性

が具体化した」ものではないために通勤災

害として認められることはない。

今回紹介するケースは、持病を抱えた方

が通勤途中に意識を失い、転倒して手足を

骨折した事案である。被災者の持病は不整

脈であり、原処分では不整脈の発作が通勤

途上において偶然起こり、意識消失をきた

した可能性があるとして、不支給処分と

なっている。

事故の概要は、通勤途中に地下鉄を降り

て地上に上がり、数歩歩いたところで気が

ついたら転んでいたというものである。

原処分庁は、

1. 被災者の申立は、「意識を失って倒

れた」「会社で実施した健康診断の

結果により、貧血も含めて治療を受

けている」とのことであった。

2. クリニック主治医の意見によれば、

ホルター心電図検査により心室性期

外収縮が頻発しており、不整脈発作

によって意識消失をきたした可能性

は否定できないとのことであった。

という 2 点から、被災者の持病である不

整脈の発作が通勤途上において発症したた

め転倒し、負傷した可能性が否定できず、

通勤との間に相当因果関係が認められない

ことから不支給決定すべきである、と結論

付けている。
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連続講座／通勤災害

本人は不整脈でなければ通勤災害と認め

られるものだと勘違いをして意識消失の原

因を別途治療中の貧血に求めているし、加

えて主治医の意見書には「不整脈発作に

よって意識消失をきたした可能性は否定で

きない」と書かれていることから、原処分

庁である監督署においても本件は不整脈に

よる意識消失が発生したものとして、通勤

災害ではないという予断があったのではな

いだろうか。

不整脈について調べてみると、多様な症

状が見られ、失神をきたす不整脈について

も報告されているが、不整脈のパターンに

よって命に関わる危険なもの（致死性不整

脈）と、そうでないものがあり、失神をき

たす不整脈は前者に含まれるようである。

本件の被災者の場合、いずれの不整脈で

あったかは、「心室性期外収縮」という言

葉がヒントになる。この字句が示されてい

るのは主治医意見書であり、「心室性期外

収縮が頻発しており」と、1 日分の心電図

検査の結果が示されている。いかにも異常

があるかのように見え、危険な印象もある

が、不整脈の一般向け解説を読むと「期外

収縮はそれを感じない人の方が多いのです

が、のどや胸の不快感や動悸、またはキュッ

としたごく短い時間の痛みとして感じる人

もいます。期外収縮が連続して出現したと

きは一時的に血圧が下がり、めまいや動悸

がすることもあります。」と記載されてい

る。被災者は「数歩歩いたところで気がつ

いたら転倒していた」ということだから、

不整脈が連続したために意識消失にいたっ

た、という状況ではないように思われる。

本件について、労災保険審査官は、

1. クリニック医師は、不整脈と意識消

失との因果関係は不明であると所見

している

2. 地方労災医員は、意識消失発作と不

整脈、貧血等の既存疾患との間の相

当因果関係は認めがたいと所見して

いる

これらから、原処分は「不整脈と意識消

失の可能性は否定できない」という程度で、

医学的根拠に乏しいことから原処分庁の主

張は採用できない。

さらに、通勤電車が大変混雑する路線で

あり、長時間通勤である点から血管迷走神

経性失神の可能性が最も大きい、という地

方労災医員の意見に則り、人混みの中で長

時間起立の姿勢を保っていた被災者が意識

を消失したのは満員電車で通勤をする誰も

が抱える危険が具体化したものである、と

判断した。

この事件における審査官は、予断にとら

われることなく、正しく事故と疾患を分析

し、原処分を取り消したのである。基礎疾

患を持っているから通勤災害にはならない

という思い込みを捨て、病態や事故の状況

を客観的に判断することが重要である。



11関西労災職業病 2018.2 No.485

たか

その 19：労働者死傷病報告②

派遣労働者の場合

派遣労働者が労働災害に被災したら、労

働者死傷病報告は誰が出せばよいのだろう

か。派遣元か派遣先か、はたまた…。

答えは、派遣元と派遣先の両方の事業者

が、それぞれを所轄する労働基準監督署に

提出する義務があるということになる。つ

まり、派遣労働者の労働災害については、

死傷病報告の用紙が２枚提出されるという

わけだ。事業者の報告等の義務を定めた労

働安全衛生法第 100 条について、労働者

派遣事業法（労働者派遣事業の適正な運営

の確保及び派遣労働者の保護等に関する法

律）は第 45 条第 15 項で次のように特例

を定めている。

「事業者」を「事業者（派遣先の事業者を含

む。）」…として、これらの規定（これらの規

定に係る罰則の規定を含む。）を適用する。

つまり派遣元も先も死傷病報告を出さな

いと、当然罰則規定も適用されるというこ

とだ。

しかしそうは言っても、派遣元にとって

みると、いくら雇用管理が必要といっても

派遣先で労働者が被災した災害について、

情報がちゃんと得られるのかという問題が

ある。労働者死傷病報告は「遅滞なく」提

出しなければならないとなっていて、一般

的には１～２週間程度以内に提出すべしと

いうことだ。

これについて、労働者派遣事業法施行規

則は次のような規定をおいている。

第 42 条　派遣先の事業を行う者は、労働安

全衛生規則第 97 条第 1 項の規定により派遣

中の労働者に係る同項の報告書を所轄労働基

準監督署長に提出したときは、遅滞なく、そ

の写しを当該派遣中の労働者を雇用する派遣

元の事業の事業者に送付しなければならな

い。

なお、製造業で労働者派遣が認められて

以降の平成 16 年 3 月からは、労働者死傷

病報告の様式に派遣先か元かを明示し、派

遣元の場合は派遣先の事業場名を明記する

欄が設けられるようになった。その後平成

22 年に様式がさらに改正され、派遣元が

派遣先の郵便番号を記入する欄が設けられ

ている。

ところで、労働者死傷病報告は休業４日

以上で１件ごと、１～３日は四半期ごとに

報告となっているが、休業がない災害は報

告が必要ないのだろうか。

いやいや、そうでもない。酸素欠乏症等

防止規則の第 29 条は、休業がなくとも報

告の義務があると書いてあるし、労働安全

衛生規則の第 96 条で定められている事故

報告は、休業の有無に関係なく爆発など列

挙されている事故が起きたときは報告する

義務があるとされている。
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連載　それぞれのアスベスト禍　その76
中皮腫・アスベスト疾患・患者と家族の会

古川和子

石綿をリヤカーに載せて

私がＴさんから最初に聞いた言葉は「私

たちのような立場でアスベスト被害に遭っ

ていることを、誰かに聞いてほしかった

のです」だった。昨年の 11月に会ったと

きのＴさんは昭和 19年生まれの 74歳で、

姉二人と弟一人の４人兄弟だ。Ｔさんの相

談内容は「父親は昭和 62年に石綿が原因

で死亡したけれども石綿救済法で認定にな

らなかった。受付さえもしてもらえなかっ

た」ということだった。

電話で話を聞き、その後父親の死亡診断

書を見せてもらった。するとそこに書いて

いる病名は中皮腫や肺がんではなかったけ

れども、Ｔさんの父親の悲惨な状況が手に

取るようにわかる内容だった。

死亡診断書の記載は、

イ直接死因　窒息 ( 呼吸不全 )

ロ ( イ ) の原因　胸膜炎

ハ ( ロ ) の原因　悪性リンパ腫

となっており、どこにも石綿に関連する疾

病名は無い。しかし父親がかなりの呼吸苦

だったことは容易に想像がつく。

そして石綿が原因の病気は父親だけでは

ない、とＴさんは言った。母親も同じ症状

で死亡している。またＴさん自身と昭和

13年、16年生まれの姉二人も「胸膜プラー

ク」などの所見を指摘されている。22 年

生まれの弟は検診を拒否しているから不明

だ。

Ｔさん一家は大阪市内に居住していた。

父親が運送業を営んでおり、家族でその手

伝いをして生計を立てていた。トラックを

購入する前は、リヤカーで運搬していた。

運ぶ荷物は機械部品や石綿製品だった。取

引先は「極東石綿」( 大阪市東区横堀 ) で、

石綿板のような物をリヤカーで運び、その

後ろを子どもたちが押していた。

「子どもたち」といっても、長男だった

Ｔさんが主にリヤカーを押していたとい

う。姉も手伝ったが、父親がリヤカーを離

れるとき荷物番をするためにリヤカーの上

に座った。当時は盗難予防も重要な役割

だった。母親は家事と、屋内作業 ( 事務処

理、商品管理 ) を担当した。

戦争で焼け出されたときは、他家の蔵を

借りてその中で生活した。いまでいう「ワ

ンルーム」だ。居住空間に取り扱い商品を

保管し、石綿製品もあった。

「白かグレーの色をした布があり、それ

を加工して自宅で使用していた」と姉たち

も語っている。「ミトンのようなものもあっ

た。加工して火鉢の下に敷くと、火を落と

しても燃えなくてちょうどよかった」と言

いつつも、「それが体に悪いものだとは知
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アスベスト禍

らなかった」と複雑な表情をした。

その後、子供たちの成長に伴い一家は高

槻市に転居し、Ｔさんは就職して東京に転

居した。Ｔさんが最初に異変に気付いたの

は昭和 43年ごろだった。会社の健診で虎

ノ門病院の医師に「アスベストを吸う環境

にいましたか」と質問された。しかしＴさ

んは子供時代が原因だとは思いも寄らなく

て「仕事の関係でオゾンを吸ったからそれ

が原因か」と考えた。その頃に「結核」の

診断もくだされたが、これといった治療は

しなかった。

そして平成 17年６月の「クボタショッ

ク」でやっと「自分もアスベストを吸った」

と解った。

幼い日、自宅近くにあった「極東石綿」

の商品を運搬するために父親とともにリヤ

カーに載せて、その後ろを押した。あるい

は自宅内でも石綿製品があり、それらを「便

利なもの」として使用していたことがＴさ

んたち一家の悲劇に繋がろうとは想像でき

なかったのは当然だ。

「自宅から極東石綿まで『筋違橋』を渡っ

て行っていました」というＴさんの証言通

りにその当時は少し斜めにかかっていた橋

があった。現在は高速道路になって「橋梁

顕彰碑」だけが残っている。

図書館で古い住宅地図をコピーしてＴさ

んと姉二人に見せた。「あ、この辺りで遊

んでいた」、「この橋を渡って帰っていた」

などタイムスリップしたように当時を思い

起こしてもらえた。戦中、戦後と困難な時

期に「貧しかったから」と声を詰まらせな

がらも両親との思い出を明るく語ってくれ

たＴさんたちだった。「その当時は食べて

いくためにどんな仕事でもやらなければ仕

方なかったのです」というＴさんの言葉は

私の心に深く突き刺さった。

母親の死亡診断書は、入手困難で正確な

病名は解らない。しかしＴさんは「父親が

病気になったとき『母親と同じだ』という

言葉を医師からきいた」という。

死亡診断書では石綿に関連する文言がな

い。しかし石綿が全く無関係だとは思えな

いのは私も同じだ。

Ｔさんは大阪市が実施している「石綿ば

く露者の健康管理に係る試行調査」の制度

を知らなかった。毎年自費で検診を受けて

いたので来年からこの制度で検診が出来る

ように案内をした。

Ｔさんのいう「極東石綿」は工場ではな

く、倉庫のようだ。すると倉庫から石綿製

品を出し入れする際に周辺に飛散した可能

性もある。石綿製品製造加工工場なら周辺

住民は危険性を理解できるが、倉庫だと「石

綿があった」という認識すらないだろう。

周辺住民もばく露者しているかもしれな

い。試行調査を周知する活動が必要だ。

筋違橋の橋梁顕彰碑
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韓国からの
ニュース
■順天の環境美化員二人、同時に肺がんの診断
全羅南道・順天市庁の環境美化員二人が、ほ

ぼ同時期に肺がんの診断を受けた。美化員は

20 年以上、一日８時間ずつ、生活廃棄物を搬

出し、道路を清掃して、ディーゼル排気ガスに

曝された。常時発がん物質に曝されている環境

美化員に対する安全保健対策が急がれる。

相談を受けたソン・ハンス朝鮮大教授 ( 職業

環境医学 ) は「発がん物質であるディーゼル燃

焼物質に継続してばく露した影響が大きい」と

説明した。国際がん研究機関 (IARC) が 2012

年にディーゼル車の排気ガスを 1群発がん物

質に分類した後、2014 年に忠南で 20 年間生

活ゴミの運搬をして肺がん３期の診断を受けた

環境美化員が、労災と認められた。

ソン教授は「清掃車や廃棄物回収車はディー

ゼル車で、出力が大きく、車両が老朽化したも

のが多く、燃焼物質がたくさん発生する」。「環

境美化員は車両の排気口の近くで働き、労働も

きついので、ディーゼル燃焼物質を多く吸入す

ることになる」と分析し、「環境美化労働者が

ディーゼル燃焼物質を直接吸い込む状況を最大

限減らす方策が必要」で、排気ガスの排出口を

他に移すなど、清掃車両を改造しなければなら

ないと話した。

ムン光州勤労者健康センター事務局長は「一

般の定期検診では肺がんの診断は難しいので、

環境美化員を対象にした特殊健康検診のよう

な、オーダーメード型の健康診断をすべきだ」

と話した。2018 年１月８日　毎日労働ニュー

ス　ペ・ヘジョン記者

■女性半導体労働者、白血病の危険度が 2.57
倍高い
サムソン電子半導体工場の職業病問題に対す

る謝罪と補償問題が未だに「現在進行形」の中

で、半導体製造業で働く女性労働者の白血病発

生の危険度が、一般人に比べて 2.57 倍高いこ

とが分かった。

安全保健公団は職業性疾患の予防目的で実施

した「事前予防的疫学調査」の結果を発表した。

先ず国内の全労働者の、2002 ～ 2015 年の健

康保険公団での診療記録を利用して疾病の発生

傾向を検討し、業種別コホートを構築して分析

した結果、半導体製造業の女性労働者の白血病

の危険度は、公務員・私立学校教職員に比べて

2.57 倍高いことが分かった。タイヤ製造業の

場合、胃癌は 1.35 倍、高血圧は 1.41 倍、対

照群に比べて高いことが分かった。病院・医院

従事者から筋骨格系疾患の一種である胸椎椎間

板ヘルニアを発生する確率は対照群に比べて、

男は 1.39 倍、女は 1.74 倍と高く現れ、うつ

病は男 2.94 倍、女 1.81 倍と集計された。こ

の結果は事務職と生産職の区分、ばく露有害要

因の確認が不可能だという点で、明確な因果関

係の糾明には限界があると研究陣は明らかにし

ている。2018 年１月 10 日　ハンギョレ新聞　

パク・テウ記者

■学校の石綿の解体・除去現場 1240 ヶ所、政
府が特別管理
教育部・環境部・雇用労働部は地方自治体と

一緒に、15 日から２月初めまで、1240 の学

校を、規模別に責任部署を指定して全数点検す

る。石綿の解体・除去面積の規模別に、2000

㎡を超える大規模現場 (544 ヶ所 ) は雇用労働

部、800 ～ 2000㎡の中間規模現場 (460 ヶ所 )

は環境部と地方自治体、800㎡未満の小規模現

場 (236 ヶ所 ) は教育部 ( 教育庁 ) が点検する。

関係部署は、石綿の解体・除去業者や石綿解



関西労災職業病 2018.2 No.48516

体作業監理人が業務を疎かにしたり作業基準を

遵守しなければ、作業中止または刑事告発の措

置を執る計画だ。

石綿の解体・除去工事中の学校では、工事の

日々点検票を作成し、工事現場から石綿が飛散

するおそれがある場合は作業を中止しなければ

ならない。工事が完了する２月中旬には、韓国

環境公団・安全保健公団などの石綿専門機関が、

学校関係者、学父母と一緒に「石綿残滓物調査」

を行う。2018 年１月 15 日　毎日労働ニュース　

ペ・ヘジョン記者

■発注者の安全管理ガイドラインを作り、労働
者の作業中止権限を強化
◇ 2022 年までに労災死亡者を OECD 国の平

均以下に =政府は 23 日、閣僚会議で「産業

災害死亡事故減少対策」を議決した。2022 年

までに、労災事故による死亡万人率を 2016

年 (0.53) の半分 (0.27) に減らすのが目標だ。

OECDの平均 (0.30) より低い水準に縮小する。

雇用労働部は今年上半期に「発注者安全管理

ガイドライン」を作り、公共発注機関から適用

する。ガイドラインによって、公共発注工事で

は保護具の着用を義務化し、安全規則に２回違

反した労働者は直ちに現場から退去させる。

下請け労働者が、危険状況を公共発注庁に

直接申告する危険作業一時中止要請制度は、今

年、発電会社に適用した後、来年は全公共機関

に拡大する。下請け労働者が作業中止要請をし

て、危険な現場を発注庁に申告すれば、発注庁

は現場に出動して状況を確認し、施工者に改善

を求めなければならない。施工者が危険要因を

除去し、発注庁が措置状態を確認した後に、作

業が再開される。労働者の正当な作業中止要請

を拒否したり、解雇など不利益を与えた事業主

を処罰する条項として、産業安全保健法に「1

年以下の懲役または 1千万ウォン以下の罰金

刑」を新設する。

100 大建設会社は、毎年死亡事故を 20% ず

つ減らすように目標管理制を施行する。政府は、

昨年 50大建設会社にまで目標管理制を施行し

た結果、死亡事故が 23.5% 減ったと説明した。

安全教育は体験と現場中心に改編する。毎年

バーチャルリアリティ・コンテンツを 205 種

ずつ開発して、実感のある教育を支援する。

◇労働界「対策の実効性を担保しなければ」=

労働界は歓迎しながらも、実際の現場に適用で

きるか疑問を提起した。

チョ・キホン韓国労総・産業安全保健研究所

長は「労働者が作業中止を要請する場合、発注

庁がすぐに来ると言うが、どの程度現実性があ

るのかが分からない」。「今でも、労働者が作業

中止を要請すれば、事業主が損害賠償を請求す

るなどの圧力を加える状況で、より現実的な対

策が必要だ」と強調した。

チェ・ミョンソン民主労総・労働安全保健室

長は「今回の対策は、ほとんどが既存の対策を

部分的に改善するもので、目標値の達成には懐

疑的」とし、「労働者が保護具を着用しない根

本的な問題を見ないで、安全規則を遵守しなけ

れば現場から退出させるなど、労働者を管理対

象と見るようでは労災を減らすことはできな

い」と憂慮した。2018 年１月 24 日　毎日労働

ニュース　ペ・ヘジョン記者

■色褪せた労災死亡事故減少対策、今月の労災
死亡者は少なくとも 14人
23 日に政府関係部署が合同で、労災死亡事

故を減らすための対策を出したが、対策発表の

３日目に現代重工業、ポスコの浦項工場、現代

自動車の牙山工場、麗水と栗村産業団地で、８

人が命を失った。

労働界「危険外注化禁止対策が不足」

労働界と専門家たちは「政府対策に穴が多い」

と指摘する。二大労総は労災死亡者の大多数が

下請け労働者というのに注目した。
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民主労総は 26日に声明を出して「政府の対

策には技術的な対策と、元請けの総括責任の強

化しかない」と批判した。チェ・ミョンソン民

主労総・労働安全保健室長は「請負禁止の範囲

が余りに狭い」、「数多くの危険業務が請負禁止

から除外された」と残念がった。韓国労総も同

じ日に声明を出して、政府に危険の外注化を中

断できる実効性ある対策を求めた。

50 人未満零細事業所管理・監督強化を

安全保健の専門家たちは零細事業所への管理

監督の強化を注文した。イム・サンヒョク労働

環境健康研究所・専任研究委員は「死亡事故が

最も多く起きているのは 20億ウォン以下の小

規模建設現場」で、「政府の手が及ばないため、

産業安全監督官の人員を増やして、指導監督と

技術的な支援を強化すべきだ」と話した。ム

ン・キルジュ光州勤労者健康センター事務局長

は「安全管理者・保健管理者の選任義務を 30

人未満の企業にまで拡げるように産業安全保健

法を改正し、国が関連費用を支援しなければな

らない」と話した。2018 年１月 29 日　毎日労

働ニュース　ペ・ヘジョン、ヤン・ウラム記者

■最強の寒波で屋外労働者が危ない
環境美化員のＴさん (54) は凍傷で足の爪が

剥がれた。体感温度が零下 10 度に下がった

28 日も、夕方７時から翌日午前 9時 30 分ま

で働いた。宅配をするＪさん (49) には足の裏

に貼るホットパックは出勤必需品だ。バイクで

配達をするアルバイトも寒さと死闘する。

◇続く寒波に寒冷疾患の危険 =北極発の最強

の寒波が続いて、野外で働く労働者の健康に赤

信号が点いた。しかし、酷寒期の労働に対する

法的な規制や対策はない。産業安全保健基準に

関する規則で、猛暑の時は事業主に屋外労働者

の休息・休憩施設の提供を義務化しているが、

寒波の時の義務は指摘されていない。寒冷疾患

予防のガイドラインもない。

ソウル市は地方自治体の中で最初に、移動労

働者のための休憩所３カ所を準備した。関係者

は「昨年は一日平均 44.5 人が利用したが、今

年の１月に入ってからは 60 ～ 80 人にまで利

用者が増えた」。と話した。

◇労働部「ガイドラインを作る」=政府も対策

作りに乗り出している。労働部の関係者は「酷

寒期ガイドラインを準備している」。「外国の事

例を検討した後、今年の冬中にガイドラインを

出す計画」と話した。

労働部は全国に寒波警報が出された 24日に

初めて、「寒波による寒冷疾患の発生危険警報」

を発令した。全国の建設現場の安全保健管理者

ネットワークと保健管理者協議体に「寒冷疾患

の症状と応急措置要領」と、寒冷疾患予防基本

規則の遵守などを出した。作業中にお湯を提供

し、暖かい場所で規則的に休息をとるという内

容だった。寒波警報が出れば、暖かい午後の時

間帯 ( 午後２～５時 ) に作業をするように勧告

した。２月に出される酷寒期ガイドラインにも

同じような内容が入ると予想される。

チェ・ミョンソン民主労総・労働安全保健室

長は「事業主が実際に履行するように強制する

べきだ」と話した。チョ・キホン韓国労総・産

業安全保健研究所長は「寒波が続く場合は作業

中止命令を出しても、労働者を保護しなければ

ならない」と話した。2018 年１月 30 日　毎日

労働ニュース　ペ・ヘジョン記者（翻訳：中村猛）

バス停留所の電光掲示板には老人子どもの外出を自制す
る案内が出ている
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大阪市北区にある 24 時

間サービス付き高齢者マン

ションの介護の仕事をして

いたＡさんは、昨年７月の

勤務中、入居者の着替え介

助の最中にちょっとした拍

子に蹴り飛ばされ、身体を

かばおうと咄嗟についた手

首を骨折、療養を余儀なく

された。事務所に報告して

翌日受診し、休業療養する

こととなった。

ところが事業所は入居者

による故意の動作だったか

どうか等、事情を聞きとる

などの対応をとったもの

の、労災としての手続きを

とらずに放置したままだっ

た。Ａさんの求めにも応じ

ることがなかったので、自

ら用紙をとりよせ、事業場

に記入をもとめ、休業補償

給付については、自分で手

続きを行おうとした。とこ

ろが事業所の記入や証明が

不適当なままで手続きの完

了をみることさえできず、

連合の労働相談窓口に助け

を求めたのだった。

結局、不充分な事業主証

明のまま、事実関係を明ら

かにしたうえで所轄の労働

基準監督署に請求手続きを

行い、休業補償は給付され

ることになった。

ところがＡさんは、労災

扱いされていない状態で

あった療養開始後１週間の

時点で、手首の症状から介

護の仕事は不可能と判断し

て自ら退職を申し出てし

まったという。事業所側は、

労災の手続きは一向に進め

ないのに、退職届は速やか

に受け取り、そそくさと手

続きを進めてしまった。労

災休業中は従業員の身分は

保証されているのだから、

退職の判断は後にすべきと

アドバイスを受けたＡさん

は、あらためて労働組合に

加入し、交渉を行うことに

した。

結局、療養の目途がつい

た受傷２か月後の退職と

し、在職時労災休業中の上

積補償の支払いを受けるこ

とで解決することとなっ

た。

介護労働は不安定な雇用

条件での就業が一般的で、

腰痛をはじめとする労働災

害が多発していて、なおか

つ対象となる要介護者との

関係など問題が起きる場合

が多い。またＡさんのよう

に零細の介護事業者のもと

で、十分な安全衛生対策も

ないなかでの業務が普通に

なっている。政策的な対応

が必要な所以だ。

高齢者マンションの介護で
労災
おざなりな事業者の対応

大　阪　
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1月の新聞記事から
1/1 福島県飯舘村で実施された除染事業で 2015

年 10 月、汚染土壌を詰めた除染袋（フレコンバッ
グ）の防水機能のある内袋が閉められていないもの
が 1000 袋見つかっていた。雨水などが浸入し、汚染
水として漏れる恐れがある。扱った特定業者の 1000
袋を詰め直した。

1/4 環境省は、石綿健康被害救済法で認定した患
者の療養生活などを把握するため初の大規模調査を
開始した。療養中の認定患者約 1000 人の体調や通院・
介護の状況などを調べる。救済法施行から 10 年余り
たち、将来の制度見直しの参考材料とする。

1/5 ＪＲ東日本長野支社の長野総合車両センター
（長野市）で車両の修理などに携わっていた長野市の

男性社員 (57) が、「悪性胸膜中皮腫」と診断され、昨
年 12 月に長野労働基準監督署から労災認定を受けた
ことが分かった。ＪＲの現役社員が労災認定される
のは珍しい。男性は 1980 年に旧国鉄に入社。99 年
ごろまで同センターで、石綿が含有する部品が入っ
た車両の修理や解体作業に携わった。

1/9 東大阪労働基準監督署が昨年 10 月、自動ド
ア販売・施工会社「ナブコドア」（大阪市）の社員だっ
た木村大輔さん (28) が自殺したのは、深夜勤務３回
を含む 12 日間の連続勤務や、長時間にわたる時間外
労働によりうつ病になったのが原因として労災と認
定し、会社側と遺族側の補償交渉は昨年 12 月 12 日
に和解で合意。ナブコドアは遺族側と交わした合意
書に、再発防止や社員の業務負担軽減を盛り込んだ。

  新潟県教育委員会は高等学校教育課の 40 歳
代の女性職員が勤務中に倒れ、８日に死亡したこと
を明らかにした。女性の時間外労働時間は昨年 12 月
が約 120 時間、同 11 月は約 100 時間だった。県教委
は過労死の可能性もあるとみて調べている。

1/10 厚生労働省は違法残業の監督指導を強化する
ため、2018 年度から労働基準監督官ＯＢを非常勤職
員として活用する。約 50 人の採用を想定。政府は 18
年度、労働基準監督官を 10 人増員する方針。さらに
ＯＢを最大で 50 人雇用し、立ち入り権限を持つ監督
官として働いてもらう。

１/11 東京電力柏崎刈羽原子力発電所の設楽親所長
は記者会見で、2017 年 10 月のアスベストを含む壁
の工事に関連し、大気汚染防止法で義務付けられた
新潟県への届け出を怠っていたことを明らかにした。
県長岡地域振興局から、原因や再発防止策をまとめ
た報告書を提出するよう行政指導を受けた。

  大津市は、職員の時間外勤務を削減する働き
方改革の一環として、市役所の開庁時間を短縮する
検討を始めた。朝夕の計 45 分間を想定しており、早
ければ 2019 年度に導入する。実現すれば滋賀県の自
治体で初の試みとなる。

1/12 南砺市の野村光弘さんが 5 年前に悪性胸膜中
皮腫により 47 歳で亡くなったのは、大学時代の 3 年
間アルバイト先の内装工事現場で石膏ボードを切る
作業に携わったためとして、遺族がジーエル・本江
と石膏ボードを製造していた東京の吉野石膏に損害
賠償を求めていた裁判で、東京地方裁判所は原告の
請求を退けた。光弘さんが石膏ボードを切断する業

務をしたことは証拠からは認められないなどとした。
1/13 南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）で

2016 年５～ 12 月に派遣された陸上自衛隊の部隊で、
隊員の６人に１人が精神的不安に襲われ、宿営地の
医務室で受診していたことが、自衛隊の内部資料「南
スーダン派遣施設隊等の衛生状況（週間報告）」など
から分かった。

  日赤医療センター（東京都）が医師の残業時
間を「過労死ライン」の２倍に当たる月 200 時間ま
で容認する労使協定（36 協定）を結んでいることが
分かった。医師 20 人は 2015 年９月からの一年間で
月 200 時間の上限を超えて残業。渋谷労働基準監督
署は昨年３月に協定を順守するよう是正勧告した。

1/14 労災による死亡と認定された外国人技能実習
生が 2014 ～ 16 年度で計 22 人に上る。大半が事故だ
が、過労死も１人いた。休業４日以上の労災件数は
３年間の平均で年 475 件だった。単純計算すると３
年間の労災死は 10 万人当たり 3.7 人。日本全体では
10 万人当たり 1.7 人。

1/15 阪神大震災でがれきの収集作業などに携わ
り、中皮腫で 2013 年に死亡した兵庫県明石市職員、
島谷和則さんの妻が、地方公務員災害補償基金を相
手取り、公務災害として認めるよう求め、神戸地裁
に提訴した。阪神大震災関連の石綿被害で公務災害
認定を求める訴訟は初めて。島谷さんは市環境事業
所の職員として震災後にがれきの収集に従事し、が
れきに含まれる石綿粉じんにばく露したとしている。

  長時間労働が常態化している医師の負担を軽
減するため、厚生労働省の有識者検討会は、労働時
間短縮に向けた緊急対策の骨子案をまとめた。看護
師や薬剤師との業務分担を進めることなどが盛り込
まれ、検討会は２月に対策をまとめ、厚労省は各医
療機関に着実な実施を求めていく。

1/19 東京労働局王子労働基準監督署は、労使協定
（36 協定）を超える違法な長時間労働をさせたとして、

引っ越し大手の「アートコーポレーション」（大阪市）
と同社京北支店（東京都北区）の支店長だった 40 代
男性を労働基準法違反容疑で東京地検に書類送検。

1/22 教員の長時間労働が問題になるなか、研究者
や過労死遺族らでつくる「教職員の働き方改革推進
プロジェクト」が、教員の残業の上限規制などを求
める、50 万人余りの署名を文部科学省に提出した

1/24 厚生労働省は 2018 年度から、違法な長時間
労働の監督や労働法制の啓発などを行う「特別チー
ム」を全国の 321 カ所ある労働基準監督署に新設する。

1/26 過労死や過労自殺の防止策を話し合う厚生労
働省の協議会が開かれ、委員を務める過労死遺族ら
が過労死防止法の見直しを求める意見書を同省に提
出した。

1/27 岐阜市の歯科医院に勤務していた際にうつ病
を発症したのは、産休や育児休業を巡って上司から
受けた嫌がらせ（マタニティハラスメント）が原因
として、20 代の歯科技工士の女性が医院や上司に約
1050 万円の損害賠償と社員としての地位確認を求め
た訴訟の判決で、岐阜地裁は計約 500 万円の賠償を
命じ、地位を認めた。
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１月の新聞記事から／19
表紙／台湾職業安全健康連線の労災学習会で

（中央が鄭雅文教授　本文Ｐ２）

KNST

182

過重労働問題に関心が高まる台湾
　アジア労働安全衛生フォーラムに参加

多発している農作業の死亡事故
　建設業を上回る死亡者数!! 

連続講座「そんなん無理」って誰が決めた？
　見逃される通勤災害　第14回

安全のきいわあど　その19　労働者死傷病報告②

連載　それぞれのアスベスト禍　その76　古川和子

アスベストのリスクコミュニケーション
　シンポジウムとワークショップのお知らせ

韓国からのニュース

前線から
　　高齢者マンションの介護で労災　おざなりな事業者の対応／大阪
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